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　2013 年度の環境工学部門、部門長を務めます。よろ
しくお願い申し上げます。
　3.11 東日本大震災以来、環境とエネルギーに関する
問題が日々動いています。民主党政権のときに二酸化
炭素排出量を 25% 削減する目標が掲げられましたが、
原子力発電所の停止に伴い火力発電所の運転を増やし
たため、化石燃料の輸入量は増加し、そこから二酸化
炭素の発生量が拡大する方向にあります。
　一方で、再生可能エネルギーの導入を増やすべく太
陽光発電等の電力に対する固定買取制が開始されまし
た。その効果で日本各地にメガソーラーの建設が進む
とともに、一般家庭向けの宣伝も広まっています。
　昨年 6 月にエネルギー・環境会議から出された「エ
ネルギー・環境に関する選択肢」は全国的に議論の話
題となりました。日本の将来像を考えるために 3 つの
シナリオが提示されましたが、どのシナリオにも困難
が伴うことは否めません。
　地球温暖化を抑制するためには、技術の総力戦が求
められていると言って過言ではありません。再生可能
エネルギーも省エネルギーもリサイクルも社会インフ
ラも、機械工学に限らず、あらゆる技術やシステムの
参加が不可欠と言えます。
　環境工学部門は 4 つの技術分野、すなわち「騒音・
振動評価・改善技術分野」「資源環境・廃棄物処理技
術分野」「大気・水環境保全技術分野」「環境保全型エ
ネルギー技術分野」から成っています。
　それぞれが独立した分野を形成し、対象分野の先端

的技術をカバーしています。他方、エネルギー・環境
に関する問題は複合的で複雑化している状況にありま
す。そのため、4 つの技術分野が連携し、包括的な技
術的視野のもとで展望を見出すことが重要となってい
ます。
　それを受けて、環境工学部門では「先進サステイナ
ブル都市ワーキンググループ」を設置し、技術分野を
横断する議論を進めてまいりました。過去 2 回の環境
工学総合シンポジウムでその成果を報告しています。
東日本大震災を契機に大きく意識が高まった防災や都
市機能の持続性について、これまでの環境工学技術を
基盤にして都市スケールでの貢献が可能であることが
示されています。今期においても本ワーキンググルー
プの活動を継続し、会員や学生の皆様に情報発信を進
め、様々な議論のきっかけにできればと思います。
　環境工学は個別技術を先端化する側面もあれば、シ
ステム化による機能の高度化の側面も持っています。
その意味で応用的な視野を持つ部門であり、多くの企
業の方にも参加していただいている特徴があります。
大学・研究機関、企業、学生の皆様に広く参加してい
ただくため、時代を先行する情報を提供する機会とし
て講習会、シンポジウム、見学会等の行事に取り組ん
でまいります。
　部門ホームページを通じてそれらの成果を伝え、よ
り多くの方に環境工学部門の活動を理解し、関心を
持っていただけるように活動していきたいと思います。
また、次世代を担う子供達が機械工学・環境工学の一
端に触れる機会として、これまで子供向けイベントも
開催してきました。工学分野に興味を持つ子供や青少
年を育成することも、環境工学部門の今後の重要な課
題と考えています。

秋澤 淳
2013 年度 部門長（東京農工大学）

部門長挨拶：2013 年度の活動に向けて
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　日本では 13 の環境モデル都市、11 の環境未来都市
が選定されているとともに、次世代エネルギー・社会
システム実証事業として横浜市、豊田市、けいはんな
学研都市、北九州市でスマートコミュニティの形成が
進められています。
　本年の環境工学総合シンポジウムは東京海洋大学品
川キャンパスで開催いたしますが、特別講演、見学会
のトピックスとしてこれらの話題を取り入れています。
特別講演では、中国天津市など海外で進められている
環境都市建設の動向について講演していただく予定で
す。見学会ではスマートコミュニティの一つである横
浜市における技術実証施設や設備の見学を予定してい
ます。
　将来的な都市のあり方、持続可能な都市機能を考え
る上で、機械工学・環境工学の貢献が求められていま
す。是非環境工学総合シンポジウムにご参加いただき、
情報交流の機会としていただければ幸いです。

　さらに、環境工学部門では 2014 年 11 月に国際会議
を開催する予定です。2009 年に先進サステイナブル
都市をテーマとして一回目の国際ワークショップを実
施しました。同じテーマを継続して第二回目をつくば
国際会議場にて行います。
　今期はこの準備を進め、会員の皆様から講演発表を
募集する予定です。前述の通り環境都市に関わる活動
は日本のみならず、中国、中東、欧米など世界的に動
きがあります。都市と環境工学の関わりを発展させる
機会にできるよう進めてまいります。
　環境工学部門の活動を充実させるためには、会員の
皆様のご支援・ご協力が不可欠です。部門活動に対す
るご意見や要望を積極的にフィードバックしていただ
き、より有意義な情報交流を図り、皆様の研究活動を
高める場として学会を活用していただくことを目指し
たいと考えています。今期の部門活動に是非ご協力下
さいますよう、よろしくお願い申し上げます。

川島 豪
2012 年度 部門長（神奈川工科大学）

2012 年度環境工学部門の活動を振り返って

　2012 年度は、震災復興からいろいろと考えさせら
れる年でした。東日本大震災の津波で流されたものが
アメリカの西海岸に流れ着くなど、地球が 1 つである
こと再認識させられるとともに、国政選挙においても
今後の電力確保が争点となりました。一方で、再生可
能エネルギーの固定価格買取制度が始動し、本格的な
再生可能エネルギー利用の幕開けの年でもありました。
　新しいエネルギー時代を築く試行錯誤のこの年、環
境工学部門は今までに増していろいろな活動をしてき
ました。
　まず、環境工学総合シンポジウムは、昨年、震災に
より開催を断念した東北大学において佐藤岳彦先生の
ご尽力により、7 月 4 日～ 6 日に 114 件の講演と197 名
の参加者を得て盛大に催しました。また、津波で壊滅
的被害を受けた「仙台市建設局南蒲生浄化センター」
を見学し、津波の恐ろしさを目の当たりにするととも
に、モータを使用した下水道が利用できなくなる中、
重力を利用した下水道が仙台市民の生活を支えている
と聞き、システム開発の難しさを実感してきました。
　さらに、「震災復興に向けた生活インフラストラク
チャー」と題した先進サステナブル都市フォーラムを

開催し、田路和幸先生（東北大学大学院）に「災害に
強いエネルギーシステム」、吉岡敏明先生（東北大学
大学院）に「リサイクルを主とした震災廃棄物処理対
応」、齋藤武雄先生（東北大学名誉教授）に「東日本
大震災に耐えたハービマンハウス―新しい防災時代の
再生可能エネルギー利用―」の特別講演をしていただ
きました。
　次代を担う子供を対象とした企画も 3 件に増え、夏
休みの 7 月 31 日に「熱を体験してみよう」を環境エ
ネルギー館で、7 月 27 日と 8 月 4 日に「手作りで音を
楽しもう―環境にやさしい夏休み親子向けイベント」
を東芝科学館および関西支部との合同企画により大阪
科学技術センターで開催しました。
　講習会も、5 月 8 日に「冷凍空調技術に関するシミュ
レーション技術～吸収・吸着サイクルを中心に～」、 
7 月 18 日に「静粛設計のための防音・防振技術」、11
月 14 日に「機械の振動・騒音低減と快音設計に役立
つ解析技術」の 3 件を開催しました。
　加えて、8 月 1 日に「大気圧プラズマの産業応用に
関する特別講演会」、2013 年 2 月 22 日に「続・廃棄物
やバイオマスのエネルギー利用を考える」の特別講演
会を開催しました。
　見学会も、3 月 9 日に「高尾鉄工所―プラズマハイ
ブリッドクリーンボイラシステム」、10 月 29 日に「新
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部門賞　受賞者の紹介

環境工学部門国際交流賞を
受賞して

佐藤 春樹
慶應義塾大学システムデザイン工学科

エネルギー等を取り入れたスマートコミュニティ実証
サイトの見学（北九州市スマートコミュニティ創造事
業実証地区）」、11 月 16 日に「株式会社バイオパワー
勝田」、12 月 5 日に「大阪府立大学・植物工場研究セ
ンター（大阪府立大学中百舌鳥キャンパス 21 世紀科
学研究機構植物工場研究センター）」の 4 件を開催し
ました。
　そのほかに、第 46 回空気調和・冷凍連合講演会（幹
事学会：日本冷凍空調学会）：4 月 18 ～ 20 日／東京海
洋大学、第 25 回環境工学連合講演会（日本学術会議
主催）：4 月 12 ～13 日／日本学術会議を共催いたしま
した。
　これらの活動は、部門に関わる皆様のご尽力のたま
ものであり、深く感謝いたします。このような活発な
活動は秋澤部門長の元で 2013 年度も続け、再来年の
国際ワークショップ開催につなげていただけることを
期待いたします。
　また、今まで投稿ならびに愛読していただきました
部門英文ジャーナル“Journal of Environment and 
Engineering”は、2014 年 1 月より学会全体の学術誌

“Bulletin of the JSME”（仮称）のなかの“Journal of 
Mechanical Engineering of Japan”（仮称）の一分野
として再出発する予定です。環境工学分野の編集は今

までどおり部門で行うことになります。今までのご協
力に感謝するとともに、今後とも、ご投稿のほど、よ
ろしくお願い申し上げます。
　最後に、2012 年度の環境工学部門、部門賞ならびに
一般表彰の受賞者、およびフェロー賞受賞者をご紹介
します。受賞された皆様のこれまでの活動に敬意を表
するとともに、今後のますますのご活躍を期待申し上
げます。
○部門賞
　功　績　賞：川本 克也 氏（（独）国立環境研究所）
　技術業績賞：江波戸 明彦 氏（東芝）
　国際交流賞：佐藤 春樹 氏（慶應義塾大学）
○一般表彰
・研究奨励表彰：
　　小林 健太 氏（神奈川大学）
　　土井 淳生 氏（名古屋大学大学院）
　　田中 光太郎 氏（東京大学環境安全研究センター）
　　交河 茂晴 氏（大阪大学大学院）
　　近藤 諭 氏（慶應義塾大学大学院）
・シンポジウム功労表彰：
　　産業技術総合研究所
○フェロー賞
　宮城 潤平 氏（広島大学大学院）

　この度は 2012 年度環境工学部門国際交流賞の受賞と
いう栄誉に拝し、大変光栄に思っております。以前か
ら、楯にある鳩と地球のレリーフの美しさに惚れてい
ましたので喜びもひとしおです。私のようなものが頂
戴できましたのも、2009 年 11 月に慶應義塾日吉キャ
ンパスにて開催致しました International Workshop on 
Environment & Engineering – Advanced Sustainable 
Cities（IWEE-ASC）の実行委員長を仰せつかったこ
とにつきると思います。
　従いまして、部門初の国際会議を開催するためにご
尽力頂いた実行委員会委員の皆様、当時の役員の皆様、
ご指導頂きました部門長経験者の皆様、多くの皆様の
ご努力の成果に対して、たまたま委員長を仰せつかっ

ただけで私が代表して賞を頂戴しました。
　皆様に対し、そして、この国際会議でご発表戴いた
皆様、ご参加頂いた皆様に対し深く感謝申しあげます。
また、会場設置や運営まで手伝ってくれた当時の研究
室秘書や学生諸君に感謝します。
　さて、一番感謝したい方がいらっしゃいます。
　2012 年度の部門ニュースにも書かせて頂きました
が、神奈川工科大学教授・伊藤定佑先生です。先生が
2005 年度の第 83 期部門長であったときに、環境工学
部門の活性化への熱意から、英文ジャーナルの発行準
備を進め、部門将来構想検討委員会を設置し、技術委
員会の壁を取り払って自由に情報交換する「環境工学
サロン」を設置され、4 年後の部門設立 20 周年となる
2009 年に国際会議をするようにと 50 万円を機械振興
事業資金に組み入れてくださったのです。
　全ては亡き先生が敷いた部門の国際交流へ繋がる
レールの上を私がたまたま先頭に立って走らせて頂い
ただけです。
　伊藤定佑先生に心より感謝申しあげます。ありがと
うございました。
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環境工学部門功績賞を
受賞して

川本 克也
（独）国立環境研究所　
資源循環・廃棄物研究センター

環境工学部門技術業績賞を
受賞して

江波戸 明彦
㈱東芝　研究開発センター

　この度は、受賞の栄誉を賜りまして大変光栄に存じ
ますとともに、部門に関わる会員諸氏に深く感謝申し
上げます。私は、資源循環や廃棄物処理等をその活動
分野とする第 2 技術委員会に所属し、2006 年度におい
て部門長を拝命いたしました。
　部門長就任時の抱負としてどのようなことを考え、
この部門ニュースに記したのかを振り返ってみたいと
思います（川本：環境と地球 No.17, 1-2〔2006〕）。
　その時は、環境工学部門の 4 つの技術分野について、
各々近くはあるが一方で距離感もあるという状況は続
くものの、「環境」のための「工学」を担うものとして
わが国でこの分野における機械学会環境工学部門の求

心力を増すことを目標に掲げました。それから 7 年、
「環境技術」に対する期待は、温暖化をはじめとする
地球規模の環境とエネルギーの課題に取り組む上でお
おいに高まったといえます。
　東北地方太平洋沖地震と原発事故に起因する放射能
の問題がさらに困難な課題をつきつけましたが、技術
に対する社会の関心はいや増すこととなりました。
　環境というキーワードで集約される総合工学として
の環境工学は、ますますその存在感を高めています。
また、従来の部門評価で環境工学部門の不得手として
いた国際的活動も、その後の関係諸氏のご尽力により
実績をあげることができています。
　人間の生活と活動にとって今後何が真に価値あるこ
とであるのか、その答えは多様でありましょうが、健
全で快適な環境であることの重要性は変わらないと思
います。
　そのような環境をプロデュースする環境工学の新た
な方向性を生み出すこと、そして部門の一層の発展を
願って、受賞へのお礼とさせていただきます。

　この度は環境工学部門技術業績賞を頂き、誠にあり
がとうございます。
　「イヤホン再生時の外耳道音響特性に関する研究（伝
達行列法を用いた共鳴補正フィルタの導出）」が受賞
対象となりました。私は、㈱東芝［研究開発センター
／機械・システムラボラトリー］に所属し、機械騒音
を対象とした騒音制御技術の研究開発に取り組んでき
ました。

　数年前からは人にとっての快適な音環境を意識し、
AV 音響もユーザ以外には騒音にもなると考え、AV
音響に関する空間音場の制御や音質改善にも取り組ん
でいます。
　一見、騒音と音響は別物と捉えがちですが、基盤技
術は共有の部分も多く、本研究では人に音が届く最後
の空間 ｢外耳道｣ に着目し、生体を考慮した音の特性
評価、共鳴制御による音質改善手法を提案しました。
騒音分野で培ったアクティブ制御技術や音響解析技術
を音響分野に応用できた点が評価され、うれしく思い
ます。
　学会を通じてご指導くださった方々には大変感謝い
たします。快適な音環境つくりに向けて、今後もこの
受賞を励みに、よりいっそう研究活動に邁進していき
たいと思います。

技術委員会の活動報告と計画

第1技術委員会の
活動報告と計画 委員長：飯田 明由

豊橋技術科学大学

　第 1 技術員会では、人間の生活環境における騒音や
振動の問題に取り組んでいます。メンバーは大学の教
官、企業などで騒音・振動問題に取り組む第一線の研
究開発担当者を中心に約 25 名です。技術委員会では、

小学生に音や振動を身近に感じていただくため、毎年
夏休みに「手作りで音を楽しもう―環境にやさしい夏
休み親子向けイベント」を開催しています。
　2012 年度は関東と関西で 2 回のイベントを行い、合
計で親子 88 名の方に参加いただきました。また、現
場の担当者の皆さまへの静音化技術の普及のため、7
月に「静粛設計のための防音・防振技術」、11 月には 

「機械の振動・騒音低減と快音設計に役立つ解析技術」
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第 3技術委員会の
活動報告と計画

第 2技術委員会の
活動報告と計画 委員長：鈴木 康夫

JFEエンジニアリング㈱

委員長：佐藤 岳彦
東北大学

と題した講習会を開催し、合計で 75 名の方々に受講
いただきました。上記の他、年間 2 回程度の研究会を
開催し、技術委員のレベルアップも図っております。
10 月には日本音響学会の騒音・振動研究会と共催し、

60 名を超える方に参加していただきました。
　2013 年度も騒音や振動に関わる基礎編と応用編の 2
回の講習会をはじめ、様々な活動を推進してまいりま
すので、ぜひご参加ください。

　第 2 技術委員会は「資源循環・廃棄物処理技術分野」
を活動のフィールドとしています。
　東日本大震災や原発事故の影響、さらに昨年度から
導入された再生可能エネルギーの固定価格買取制度が、
あらためて、廃棄物処理と環境エネルギー問題が密接
な関係にあることを認識させてくれました。
　われわれには、以前にも増して放射線や電力需給な
どを含めた幅広い知見が求められています。環境工学
部門のもつ各委員会との連携に加え、部門を越えた連
携も重要となってくるでしょう。
　2012 年度、第 2 技術委員会では、木質バイオマス発

電や廃棄物リサイクルの「㈱バイオパワー勝田及び㈱
カツタ」の見学会と、特別講演会「続・廃棄物やバイ
オマスのエネルギー利用を考える」を開催しました。
いずれも廃棄物・資源循環・環境・エネルギーの広い分
野にわたる課題や方策を議論する一助になったものと
思います。
　第 2 技術委員会がまとめ、震災直後の環境工学総合
シンポジウム（2011 年度）で発表した「防災拠点の
中心施設としての清掃工場」は、具体的な数値を織り
込んだ提言として、講演会や関係雑誌に数多く引用さ
れ、官公庁の方々や有識者の意見にも頻繁に取り上げ
られています。資源循環や廃棄物を標榜する学会・協
会は数多くありますが、今後さらに幅広いテーマを模
索するとともに、伝統ある機械学会ならではの企画が
できるとよいと考えています。

　第 3 技術委員会は大気・水環境保全技術に関する分
野を対象としていますが、近年グローバルな大気汚染
問題が顕在化していることもあり、当技術委員会の社
会的な責務も高まりつつあると感じております。今年
度の活動として、下記の通り特別講演会、見学会を開
催しました。

（1）大気圧プラズマの産業応用に関する特別講演会
　2012 年 8 月 1 日（水）13:00～17:15 に日本機械

学会本部にて開催しました。現在のプラズマ産業
応用技術の概要と動向、大気環境保全、バイオ・
医療応用、表面処理技術について講演し、30 名の
方々が参加されました。

（2）大阪府立大学・植物工場研究センターの見学会
　2012 年 12 月 5 日（水）13:30～15:45 に大阪府立
大学にて開催しました。植物工場のエネルギーシ
ステムについての講演と植物工場実証施設の見学
を行い、43 名の方々が参加されました。

　今後も大気・水環境保全に関する情報発信を積極的
に行い、社会的要請に応えていきたいと考えておりま
す。

第 4技術委員会の
活動報告と計画 委員長：齋藤 潔

早稲田大学

　第 4 技術委員会は、冷凍空調分野、新エネルギー分
野、ヒートアイランド等の環境分野等を広くカバーし
ている。このため、当委員会の果たす役割はますます
重要性を増している状況である。このような状況を踏
まえ、昨年度に引き続いて活発な活動を行った。
　2012 年度は 7 月に 2 回、12 月、2013 年 3 月と 4 回
の技術委員会を開催した。また、2012 年度には以下
の 3 つの行事を主催した。

▶講習会
　「冷凍空調技術に関するシミュレーション技術」

　5 月 8 日に、冷凍空調技術関連の講習会の第 2 弾
として吸収・吸着系サイクルの基礎からサイクルシ
ミュレーションに至るまでのシミュレーション手法
についての講習会を開催した。技術者を中心に 30 名
程度の多数の参加があった。

▶見学会
「新エネルギー等を取り入れたスマートコミュニティ
実証サイトの見学」
　10 月 29 日に北九州スマートコミュニティ創造事
業（北九州市八幡）の見学会を開催した。20 名を超
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える多数の参加者があり、最新のスマートコミュニ
ティにおける現状を把握することができた。

▶ジュニア向け行事
　「熱を体験してみよう」

　ジュニア向け行事として夏休みの 7 月 31 日に小学
生高学年の親子を対象にヒートポンプや蓄熱の実験

を行う体験学習のイベントを開催し、5 組の親子の
参加者があった。

　2013 年度も 3 回程度の技術委員会開催を予定して
いる。また、好評であった「冷凍空調技術に関するシ
ミュレーション技術」を実施するとともに、引き続き
見学会、ジュニア向け行事を開催する予定である。

研究会の紹介と活動報告

　環境工学部門は 4 つの技術委員会に分かれて活動し
ていますが、部門間の連携を強くし、一体となって環
境問題の解決に取り組むという目的で、本ワーキング
グループは設立されました。
　この 2 年ほどは、環境工学総合シンポジウムにおい

て特別プログラムを企画し、東日本大震災からの復興
をテーマに、各技術委員会より復興に関わる提案をし
ていただきました。
　都市問題については様々なアプローチがありますが、
機械学会が蓄えてきた資源を活かしつつ、先進的な技
術によって持続可能な都市を実現するというコンセプ
トが大きな特徴と考えます。
　来年度も、太陽エネルギー学会と連携した復興関連
行事への参加の企画や、復興に向けて 4 技術委員会の
英知を集めるべく、シンポジウムにおける特別企画を
予定しております。

　研究会ではエネルギー有効利用技術に関する見学会

を中心に、環境工学部門第 4 技術委員会と協力して活
動を行っています。
　これまでメガソーラー試験設備、バイオマス発電施
設、スマートグリッド実証設備などエネルギーネット
ワーク関連技術について見学してきました。
　平成 24 年度には、第 4 技術委員会が 10 月 29 日に

エネルギー有効利用技術の将来動向研究会
の活動報告と計画

主査：秋澤 淳
東京農工大学

NEE研究会の活動報告

NEE 研究会主査：近藤 明
大阪大学大学院工学研究科

　NEE とは、Numerical Environmental Engineering
の略称で、数値計算を用いる環境分野の幅広い研究者
が集えるような場所を提供するということでこの研究
会を開催しています。
　平成 24 年 11 月 29 日に開催した第 16 回目の研究会
では下記の 4 件の講演を実施しました。

（1）「CFD における地形・建物データの取り込みに関
する検討」　河野 良坪（大阪工業大学）

（2）「壁面上降雨量と壁体内熱・水分移動に関する研究」
　安福 勝（近畿大学）

（3）「デシカント除湿空調システムの数値解析手法」
　桃井 良尚（大阪大学）

（4）「空調機器モデルと室内気流解析システムの開発」
　小松 彰（ダイキン工業）

　最前線で研究を実施している 30 歳代の先生方に講演
をお願いした結果、今までの NEE 研究会では最もた
くさんの方に参加頂き、活発な議論が行われました。
　NEE 研究会は、数値計算を実施している研究者の
サロン的な役割も目的としており、研究会後の懇親会
には次世代を担う学生も多数参加し、講演者との話は
大いに盛り上がりました。
　今までの NEE 研究会の講演概要は下記 HP から見
ることが出来ます。NEE 研究会にご興味を持たれた
方の次回参加を歓迎します。

［http://www.see.eng.osaka-u.ac.jp/seeea/seeea/nee/index.html］

先進サステイナブル都市
WGの活動報告と計画

委員長：長岡 裕
東京都立大学
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　2012 年度は、日帰りの研究会を日本音響学会／騒
音・振動研究会との共催で 1 回、宿泊付研究会を 1 回
開催しました。
　1 回目は昨年 10 月に、加来氏、土肥氏のご尽力によ
り、小林理研にて日本音響学会／騒音・振動研究会と
の共催により開催しました。
　環境工学部門側からは、栗田氏（ JR東日本）による

「高速鉄道車両の低騒音化」、飯田先生（豊橋技術科学
大学）による「自動車周りの流れと音に関する研究」、
渡部氏（日立）による「高圧燃料ポンプの静音化」の
ご講演。騒音・振動研究会からは、全完鎬氏（CEDIC）
による「CAA による小型軸流ファンの空力騒音の調
査と実験的検証」、小林氏（戸田建設）による「ANC
を用いた建設機械騒音の低減」、中山先生（芝浦工大）

による「MRI 検査時に発生する駆動音とその対策に
ついて」のご講演の後、小林理学研究所の施設を見学
させていただきました。そして最後に盛況な懇親会で
幕を閉じました。
　宿泊付研究会は、本年 2 月に鳥取大学で開催し、西
村先生（鳥取大学）による「革新的低騒音化技術を求
めて」、山田先生（元山梨大学）による「脳の構造と
思考のメカニズムと音のアノイアンス」と題したご講
演の後、西村研究室を見学させていただきました。ま
た、参加型討論会も開催して有意義な討論をしました。
　このように研究会はアットホームな雰囲気で、その
時々の話題について討論しています。参加ご希望の方
は川島［kawashima@eng.kanagawa-it.ac.jp］までご
連絡下さい。皆様のご参加をお待ちしております。な
お、宿泊付きの研究会でも宿泊は自由です。
　また、非公認ではありますが、若手のざっくばらん
な会も催しております。参加ご希望の方は若手代表の
江波戸幹事［akihiko.enamito@toshiba.co.jp］までご
連絡ください。

「音・振動快適化技術と新しい評価法」
研究会の活動報告とお誘い

主査：川島 豪
神奈川工科大学

企画した北九州市スマートコミュニティ実証事業の見
学会に合流することによって研究会を開催しました。

　平成 25 年度も、引き続き先進的なエネルギー技術
に関する見学会を実施する計画です。

　環境工学部門では「機械の日・機械週間」に因み、
環境に関する身近なテーマである音や振動に興味を
もっていただくことを目的とし、東芝科学館および㈱
神戸製鋼所灘浜サイエンススクエアと連携した親子向
けイベントを開催してきました。本イベントも 5 年目
を迎え、2012 年度は関西地区では関西支部との共催な
ど、毎年新たな試みを行い、拡大化に努めています。
　内容は音の原理の説明、工作・ゲームを通して音の
性質を知ってもらう体験型企画です。
　関東地区では、2012 年 7 月 27 日（金）東芝科学館に
て小学校親子総勢 50 名を対象に開催しました。マイ
ク、スピーカ、オシロスコープを使い音の性質を説明
した後、ボンゴラピアノ（アフリカ民族楽器）工作を
行い、音の出る仕組みを体験してもらいました。

　そして、最後は身のまわりの音の大きさをビンゴの
数字に置き換えた音ビンゴゲームを実施、騒音計に向
かって大声を出す子供たちが印象的でした。
　関西地区では、2012 年 8 月 4 日（土）に機械学会関
西支部との合同企画として大阪科学技術センターにて、
子供向け理科工作を開催しました。
　音のしくみを楽しく理解して頂いた後「楽器を作っ
て音のしくみを学ぼう」、「試験管で作る未来のエンジ
ン」、「二足歩行ロボットを作ろう」3 つの工作イベン
トを実施しました。総勢 38 名の小中学生が熱心に工
作に取り組み、大変好評でした。
　親子から継続開催を望む声が多く、環境・機械工学
の普及と啓蒙の一助になったものと考え、今後も企業
との連携にて発展継続させていきたいと考えています。
　最後に、機械工学振興事業資金より助成を頂いたこ
と、ご協力頂いた㈱神戸製鋼所灘浜サイエンススクエ
ア、大阪科学技術センター、東芝科学館、関西支部、
環境工学部門所属（千代田化工、小林理学研究所、中
央大学、神戸製鋼所、三菱電機、東芝）関係者各位に
感謝いたします。

手作りで音を楽しもう
―環境にやさしい夏休み親子向けイベント―

第 1 技術委員会：江波戸 明彦
㈱東芝　研究開発センター
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　次世代を担う子供たちに機械や工学、エネルギーに
興味を持ってもらうもとを目的として、2012 年 7 月 31
日に夏休み親子向けイベント（熱を体験してみよう）
を開催しました。本イベントは 2011 年から開催して
おり、2 回目の今回は、4 組 9 名の児童ならびに保護
者の方にご参加いただきました。
　2011 年の第 1 回目はイベント終了後、すぐに解散と
させていただきましたが、今回は開催会場を横浜市鶴
見区にある東京ガス環境エネルギー館に変更し、本イ
ベントにご参加いただいた後は館内を自由に見学して
もらうという内容としました。
　ご参加者いただいた方々には、環境エネルギー館に
13 時 30 分に集合していただきました。
　最初に一般的な熱の性質の説明を聞いていただき、
そのあとはヒートポンプ体験キットを使ってヒートポ

ンプの原理を体験したり、エコカイロを使って物が固
まるときには発熱することを体験したり、熱で動くお
もちゃのひとつである水飲み鳥（通称ハッピーバード）
の工作と動くしくみの説明を通じて、普段から身近に
はあっても目に見えない熱についての実験を楽しんで
いただきました。
　事前の宣伝不足のため参加人数が少なかったことが
反省点ではありますが、ご参加いただいた皆様からは
好評をいただいており、今後も運営方法や内容を改善
しつつ本イベントを継続していきたいと考えております。

夏休み親子向けイベント企画
「熱を体験してみよう」を終えて

岡 雅博
東京ガス㈱

見学会「㈱バイオパワー勝田・㈱カツタ」

第 2 技術委員会：土肥 弘敬
㈱タクマ

　第 2 技術委員会では、2012 年 11 月 16 日に「㈱バイ
オパワー勝田」と「㈱カツタ」の施設見学会を開催した。
　バイオパワー勝田は、2005 年に新エネルギー等発電
設備認定を取得し、建築解体材、新築端材、パレット、
剪定枝、間伐材、乾燥汚泥等のバイオマスから流動層
ボイラー＋蒸気タービン方式により、発電出力 4,990kW

（売電 4,250kW）の発電事業を行っている（写真 1, 2）。
　木くずリサイクル施設（勝田環境㈱）を隣接してお
り、再生可能なものはバーティクルボード等へ、再生
原料に適さない木質系バイオマスは発電ボイラー燃料
として再利用することで、最適リサイクルシステムを
実現している発電施設である。

　カツタは、サーマルリサイクルとマテリアルリサイ
クルという二つの設備をともなった一般廃棄物・産業
廃棄物総合処理施設である（写真 3）。
　使用済家電品・OA 機器・粗大ごみ、さらには特別
管理廃棄物に指定されている感染性廃棄物の受け入れ
から、有価物はリサイクル材料として、また可燃性残
渣は熱エネルギーとして、あらゆる廃棄物を処理する
総合リサイクルセンターである。
　両社は東日本大震災で被災しつつも、主に茨城県内
の家電を含む震災がれきや県内沿岸部の被災地から家
屋廃材などの受け入れを行い、バイオパワー勝田はバ
イオマス発電を通して、カツタは災害廃棄物の適正処
理を通して、震災の復旧・復興の貢献実績が報告され
た。本見学会の参加者にとって、施設見学とその後の
ディスカッション（写真 4）は、再生可能エネルギー
による発電と廃棄物の資源循環の課題および今後の普
及へ向けた重要性が認識できる機会となった。

写真 1　バイオパワー勝田 写真 2　燃料木くずピット 写真 3　カツタ 写真 4　ディスカッション風景
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吸音性材料の配置設計法

森下 達哉
東海大学 工学部 動力機械工学科

◆

トピックス
◆

1. はじめに
　騒音発生源が囲い（筺体）に覆われており、複数の
開口部から音が放射されて問題となることがある。エ
ンジンを利用した発電機、コンプレッサによる騒音や、
給湯用設備による騒音等が該当する。上記のような騒
音を抑制するために吸音性材料が用いられる1）。
　筺体内の騒音を吸音性材料によって抑制するには、
騒音抑制効果を最大にするという意味では筺体内全域
に吸音性材料を配置するのが望ましい。しかし、筺体
内全域に吸音性材料を配置するということは、流体の
流路の確保やコスト抑制の観点から現実的ではない。
また、筺体は可能な限りコンパクトに作られることが
多いことから、吸音性材料の設置スペースが十分確保
できない場合が多い。そのため、筺体内に設置された
機械類の機能を損なわずに、筺体内の限られた空間内
で、優れた騒音抑制効果が得られる吸音性材料の配置
方法の確立が求められている。
　以上をふまえて本研究では、内部に騒音源を有する
筺体出口から放射される騒音を効果的に抑制するため、
筺体内における吸音性材料を適切に配置する方法を検
討している。本稿では、その成果の一つを紹介する。

2. 粒子速度振幅に基づく吸音性材料の配置
　例として図 1 に示す二つの出口を有する筺体からの
放射騒音低減について検討する。なお、本稿では、吸
音性材料の設置場所を筺体壁面上のみとした場合を扱
うことにする。

　吸音材材料の配置決定では、数値シミュレーション
によって筺体内音場の粒子速度振幅を求め、振幅値の
上位から 10% ずつグループ分けしていく。吸音性材料
は板状かブロック状で配置されるため、ある程度の大
きさが必要になる。そのため、本研究では、10% とい
う値を用いた。より詳細な配置を求める必要性がある
場合には、10% より小さな値を採用することも方法の
一つである。
　図 2 は吸音性材料の配置場所の違いによる筺体出口
から放射される騒音の減少効果を比較したものである。
吸音性材料の配置場所は、上述の通り粒子速度振幅の
大きさに従って決定される。
　図 2 の横軸において、（1）は粒子速度振幅が最も大
きいグループを表す。続いて（2）、（3）、…となるに従っ
て粒子速度振幅が小さいグループとなり、（10）が振幅
値最小のグループとなる。
　一般に、吸音性材料は、音響的粒子速度を低減させ
ることで音響エネルギーを減少させるものと考えられ
ている2）。図 2 から、粒子速度振幅と騒音の減少効果
とは比例関係にあることが確認できた。

　以上の結果に基づいて、吸音性材料の配置面積を筺
体壁面積の 50% 未満とした場合の吸音性材料の配置を
図 3 のように決定した。
　図 3 の吸音性材料配置とした場合の、筺体出口から
放射される音圧レベルの計算結果と実験結果を、それ
ぞれ図 4 , 5 に示す。図 1　筺体モデル
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図 2　吸音性材料の設置場所と減音効果との関係
（配置場所は、粒子速度振幅の大きさによって決定）
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　壁面全体に吸音性材料を設置した場合と吸音性材料
の設置面積を 50% として設計した場合とを比較する
と、計算（図 4）、実験（図 5）いずれの結果におい
ても、有意な差は見られない。
　このことから、吸音性材料設置について適切に設計
することによって吸音性材料の設置面積を小さくでき
ることが示された。吸音性材料配置の最適化について
は現在検討中である。

3. おわりに
　本稿では、内部に騒音源を有する筺体から発生する
騒音を効果的に抑制するため、筺体内における吸音性
材料を音場の粒子速度振幅の値に基づいて配置する方
法を紹介した。筐体の壁面にのみ吸音性材料を設置で
きるものと制約条件を設けて、吸音性材料の配置設計
を行った結果、騒音抑制効果を維持しつつ、設置面積
を抑制できることを明らかにした。
　本稿で扱った吸音性材料に配置設計法については、
吸音性材料の設置場所を筺体壁面に限定する必要はな
く、筺体内空間全域を設置対象とすることができる。
また、筺体形状についての制約はないため、様々な形
状や住居等での騒音抑制にも適用可能であると筆者は
考えている。
　筆者の研究室では、吸音性材料を用いた騒音制御に
関する他の研究として、共鳴効果を利用した吸音型騒
音制御デバイスの設計最適化などを行っている。また、
従来から、アクティブノイズコントロールの研究を継
続して行っている。
　パッシブ、アクティブに関わらず騒音制御法を扱え
ることが筆者の所属する研究グループの特長と考えて

おり、今後は、両者を融合させた騒音制御デバイスを
構築していきたいと考えている。

参考文献
1）　時田保夫監修：音の環境と制御技術・第Ⅱ巻応用技

術［フジ・テクノシステム］（1999）
2）　萬菜穂子、福原千絵、加村孝信：ロードノイズ吸音

技術・内装部材を用いた粒子速度低減［自動車技術会
論文集］Vol.39, No.3, pp.23-28（2008）
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ごみ処理広域化に向けた収集・運搬の効率化技術
―ごみ中継輸送システム―

片山 智之
新明和工業㈱　産機システム事業部・環境システム本部

◆

トピックス
◆

1. はじめに
　高効率ごみ発電施設の導入推進に伴い、発電効率の
観点から施設の大型化、集約化が有効とされている。
そのため、更なるごみ処理の広域化が必要となり、ご
みの長距離輸送に起因する問題の発生が予想される。
そして、その問題解決にはごみ中継輸送システムの導
入が有効と考えられる。
　そこで、ごみ処理の広域化に伴う収集・運搬の効率
化対策として、中継輸送システムの有効性について述
べるとともに、ごみ中継施設の主な方式および特長に
ついて紹介する。

2. ごみ中継輸送システムの有効性
　配車管理や作業員計画等のごみ収集体制は、既存の
焼却施設の能力、位置およびそれぞれの地域特性を前
提として整備されている。また、市街地の道路幅が狭
い我が国の特性から、収集車は中小型のものが多く採
用されている。
　しかし、ごみ処理の広域化によりごみ輸送が長距離
化されると、中小型収集車での非効率な輸送、車両台
数の増加、交通渋滞発生などの問題が発生する。
　これら問題の解決策として、中継輸送システムの導
入が有効である（図 1 に、中継輸送システムの概念図
を示す）。つまり、ごみ中継施設を設置することにより、

収集作業と輸送作業の管理が分離可能となり、両作業
の効率が向上できる。また、中継施設を適正に配置す
ることにより、既存のごみ収集体制を維持することが
できる。そして、ごみ収集・輸送コストの増加抑制お
よび削減という経済効果に寄与する。
　さらに、ごみ中継施設の設置による収集作業と輸送
作業の分離は、大量一括輸送による車両台数の削減に
つながり、効果的な環境対策となる。
　また、受け入れ側の搬入車両の過密解消という効果
に加え、ごみ収集車の台数抑制による都市美観の確保
や持込ごみに対する市民サービスの向上などの波及効
果を生むことになる。
　ごみ中継施設の導入効果を、経済面、環境面および
その他波及効果について整理すると表 1 のようになる。

高効率
ごみ発電施設

収集作業

収集作業 収集作業

収集作業

収集作業

収集作業

収集作業

収集作業 A市
B町

C町

輸送作業

輸送作業

ごみ中継施設
（圧縮・積替施設）

ごみ中継施設
（圧縮・積替施設）

図 1　ごみ中継輸送システムの概念図

表 1　ごみ中継施設の導入効果

経済面

ごみ収集・輸送コストの増加抑制および削減
収集作業と輸送作業の効率向上
車両台数増加の抑制
効率的な人員配置

環境面
収集・運搬分野での CO2 排出量削減
交通渋滞の緩和
車両排ガス量の軽減

その他
波及効果

ごみ発電施設への搬入車両の過密度の解消
都市美観の確保
持ち込みごみに対する市民サービスの向上
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3. ごみ中継施設の方式
　ごみ中継施設は、さまざまな積替方式が実施されて
きたが、自動化、輸送効率、衛生面などの観点から現
在はコンパクタ・コンテナ方式が主流となっている。
　また、小規模の場合はダストドラムⓇ方式の場合も
ある。
3-1. 【コンパクタ・コンテナ方式】
　図 2 にフローの事例を示す。小型ごみ収集車から
排出されたごみは、ごみ圧縮機（コンパクタ）により
圧縮しながら大型コンテナに積み替えられる。
　満量になったコンテナは、「脱着ボデートラック

『アームロールⓇ』」と呼ばれるコンテナ専用脱着車に
積載され、施設から搬出される。
　コンパクタとコンテナの接続は、“二枚蓋板着脱方
式”を採用している。この方式は、ごみ詰込時の押込
み効率が高く、コンテナ離脱時のごみこぼれやはみ出
しが少ないなどの特長がある。
　コンテナ容積やごみ積載量は、使用する脱着車のク
ラスにより異なるが、大体小型ごみ収集車 4 ～ 6 台分
が大型コンテナ 1 台に詰込まれる。
3-2. 【ダストドラム方式】
　図 3 に概略図を示す。小型ごみ収集車から排出され
たごみは、一時的にダストドラムと呼ばれる貯留機に
貯留される。大型パッカー車 1 台分のごみが貯留され

ると、大型パッカー車に積替えられ、施設から搬出さ
れる。処理量 30t/日以下の施設に適している。

4. ごみ中継施設の焼却施設跡地利用
　ごみ中継施設を計画する場合は、新規用地に建設す
る場合に加えて、焼却施設の跡地を利用する場合も検
討可能である。特に今後は、ごみ広域化計画に伴い旧
焼却施設の跡地利用が増加するものと考えられる。
　焼却施設の跡地を利用する場合に、工場棟建屋を解
体・新築する場合と、旧建屋を利用する場合が考えら
れるが、どちらの場合においても中継施設の設置は可
能である。これらを整理すると図 4 のようになる。

5. おわりに
　以上、ごみ中継輸送システムのごみ処理広域化にお
ける有効性、ごみ中継施設の方式例と特長および焼却
施設の跡地利用について紹介してきた。
　特に、用地確保が難しい昨今、ごみ中継施設の旧焼
却施設跡地利用は、高効率ごみ発電施設などの処理施
設を含めた地域全体の効率的なごみ処理広域化計画に
寄与するものと考える。
　また、今後はごみ輸送の長距離化は必至と考え、更
なる収集・輸送の効率化を目指したシステムを提案し
ていく予定である。

計量設備

コンテナ移動装置

コンパクタ

ごみ供給装置

受入ホッパ
コンテナ

脱着車
投入可燃ごみ

可燃性粗大ごみ 集じん・脱臭設備

破砕設備

図 2　コンパクタ・コンテナ方式

受入ホッパ

ダストドラム

大型パッカー車

図 3　ダストドラム方式

ごみ中継施設
計画

焼却施設
跡地利用

新規用地

工場棟
建屋新築

工場棟
旧建屋利用

図 4　中継施設計画事例
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下水処理分野新技術紹介

加藤 達夫
メタウォーター㈱　エンジニアリング本部企画部

◆

トピックス
◆

1. はじめに
　メタウォーター株式会社は、2008 年 4 月に、日本初
の水環境総合エンジニアリング会社として、日本ガイ
シ株式会社と富士電機システムズ株式会社の水環境部
門を分離合併させて発足した会社で、設立 5 年を迎え
ました。
　もともと上下水分野における機械設備と電機設備に
おいて数多くの実績を持つ会社同士の統合であり、機
電融合により、水ビジネスで国内トップランナーにな
るということのほかに、プラントビジネスにおいて海
外展開することを大きな目標としてスタートしました。
開発型企業として地球温暖化対策やエネルギー再生、
水循環・資源再利用など時代のニーズ、国の施策と合
致する技術の開発に注力してきました。
　上下水道事業を取り巻く環境は大きく変化し、整備
促進の時代から、維持管理の時代に移行しています。
また、官民の役割、事業運営の方向性も大きく変わろ
うとしています。
　メタウォーターは、お客様の事業パートナーとして、
事業のあらゆる局面で貢献すべく、ウォータービジネ
スクラウド（WBC）というプラットホームを基軸とし
たサービスソリューションの提供も推進しています。
　当然ながら、技術開発の視点も変わっています。メ
タウォーターの“メタ（META）”は接頭語で「超越」

「変化」を意味し、かけがえのない資源「水」を次世代
に引き継ぐため、進化しつづける企業でありたいとい
う思いが込められています。
　ますます高まる水資源の確保や地球環境保護などの

ニーズに応え、水環境エンジニアリング分野をリード
すべく、様々な企業活動を行っています。この場を借
りて、その中からエネルギー自給型下水処理場を目指
す取り組みである「B-DASH プロジェクト」と汚泥
焼却の際に発生する温室効果ガス（一酸化二窒素）を
大幅に削減する「多層燃焼流動炉」への取り組みにつ
いてご紹介します。

2. 下水道分野 ―新技術紹介―
（1）下水道革新的技術実証事業
　国土交通省の下水道革新的技術実証事業（B-DASH
プロジェクト）の一事業として、メタウォーター・日
本下水道事業団共同研究体が、国土交通省国土技術政
策総合研究所からの委託研究（平成 23 年度）により、

「超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメ
ントシステムに関する実証事業」を実施し（大阪市中
浜下水処理場）、今年度も研究を継続している事例を
紹介します。
　本共同研究体として考えている将来目指すべき下水
処理場の姿（コンセプト）は、徹底的な超高効率固液
分離により、低負荷型水処理による「省エネ」と、取
込みバイオマス最大化汚泥処理による「創エネ」を同
時に実現する下水処理場全体のエネルギーマネジメン
トシステムです。
　この理念に基づき、本事業で提案する革新的技術は、
図 1 に示される次の 3 つの要素技術から構成されてい
ます。
　　①　超高効率固液分離
　　②　高効率高温消化
　　③　スマート発電システム
　①超高効率固液分離は、従来の最初沈殿方式に替わ
り、流入下水中の生汚泥を徹底的に「こしとり」回収
するろ過方式の固液分離技術で、下水からのバイオマ
ス（生汚泥）を徹底的に回収するものです。
　②高効率高温消化は、日本下水道事業団と共同で実
証してきた、微生物固定化担体を用いた消化で、生汚
泥と生ごみからのコンパクトで高効率にバイオガスを
回収するものです。
　③スマート発電は、処理場全体の負荷などの条件に
より、処理運用に与える影響やプライオリティを設定

　ロゴマーク中央の上下におかれた線が、水環境リーディングカ
ンパニーを目指すメタウォーターの果たすべき役割や先進的な技
術・製品を表しています。この誌面ではモノクロとなりますが、
実際は、左側の濃いブルー（Deep Blue）は「浄化もしくは再生
前の水」、右側の明るいブルー（Clear Blue）は「浄化もしくは
再生後の水」を表現しています。

メタウォーターのロゴマーク
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して設備の運転・停止をする制御と、消化ガス及び都
市ガスの二つの原燃料に対応したハイブリッド型燃料
電池による発電を組み合わせた使用電力量の平準化シ
ステムです。
　これら①～③の技術の組合せで、下水処理場におけ
る最高レベルの省エネルギーとエネルギー自給率の向
上を目指しています。

（2）多層燃焼流動炉技術
　多層燃焼流動炉は、「ゾーン燃焼技術（機械技術）」
と「多層燃焼制御技術（電機技術）」を組合せることで、
N2O 排出量と燃料使用量の削減を可能にしました。
　多数実績を持つ気泡流動炉をベースとした改良技術
であるため、信頼性が高く、また、新設だけでなく既
設流動炉へも導入できるため、低コスト・短時間で地
球温暖化対策が実現できます。
　従来、砂層部に空気を供給し、脱水汚泥を燃焼させ
ていたのに対し、多層燃焼技術では砂層部のほか、フ
リーボード中部・上部にも空気を供給し、複数のゾー
ンを形成し、燃焼させています（図 2 参照）。
　表 1 に 300t/日・実機稼動実績を示します。N2O 排

出量は高温焼却の半減を達成、燃料使用量は、従来時
よりも大幅に削減できることを確認しました。

　多層燃焼流動炉ではユーザーの目的に合わせ、空気
供給位置、空気供給量、補助燃料使用量などの調整に
より、N2O 削減モード、燃費削減モード、バランス 

（同時削減）モードを選択することが可能です（図 3
参照）。

　本技術は、東京都下水道局様との共同研究成果であ
り、また、日本下水道事業団様からも新規性が高い技
術として認定・登録されました。
　2013 年 1 月現在、200～300t/日規模の多層燃焼流動
炉が 5 基稼動中であり、温室効果ガス排出削減に貢献
しています。
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表 1　300t/日・実機動実績値

高温焼却
（従来）

多層燃焼
（改良後）

N2O 排出量 kg-N2O/t-DS 2.33 ※ 1 0.65～1.12

燃料使用量※ 2 従来を100として 100 60

※ 1　東京都アースプラン 2004 より引用
※ 2　被焼却物の性状による
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1. はじめに
　地球温暖化の原因となる二酸化炭素を削減させる対
策のひとつとし、省エネルギー・エネルギー効率の向
上などによる二酸化炭素排出量削減が進められている
一方、二酸化炭素排出量の少ない再生可能エネルギー
の普及が進められている。
　再生可能エネルギーの一つである地熱発電は石炭火
力発電に比べ二酸化炭素排出量が約 1.5% と非常に少
ない1）。
　そのため、近年世界的に地熱発電の開発が進み、現
在世界の地熱発電設備容量は 10,000MW に達し、今後
その設備容量はますます増加すると予想される2）。
　当社は日本最初の本格的地熱発電所向けタービン・
発電機を 1966 年に製作した。その後、腐食環境など
地熱特有の環境下での機器の性能向上、信頼性向上に
努め、全世界における地熱発電容量の約 1/4 の地熱発
電設備を供給してきている。
　東芝は、2011 年にニュージーランド国 Contact 
Energy 社向け Te Mihi 地熱（83.5MWx2）、ケニア国
KenGen 社向け Olkaria 地熱（75MWx4）、インドネシ
ア Geo Dipa Energi 社向け（60MWx1）を受注した。
その合計出力は 527MW となり現在の日本の事業用地
熱発電所設備容量 520MW に相当する。
　2011 年に受注した 3 プロジェクトの内、TeMihi 地
熱プロジェクトについて紹介する。

2. プロジェクト概要
　Te Mihi 地熱発電所（2X83.5MW）はニュージーラ
ンド国の北島のほぼ中央にある、ワイラケイ地熱帯に
位置する。ワイラケイ地熱帯では 1958 年より世界初
の熱水型地熱発電をワイラケイ地熱発電所にて行って
いる、世界的に有名な地熱地帯である。当社は EPC
コントラクタ（MSP-JV）のサブコントラクタとして、
図 1 概略系統図に示す、蒸気タービン、発電機、復水
器、および直属関連機器を本 PJ に供給する。

3. プラントの特徴
　Te Mihi 地熱発電所では、ダブルフラッシュ発電方
式が採用された。生産井から供給される熱水のエンタ
ルピが比較的高い場合に、ダブルフラッシュ発電方式

が採用されることが多い。ダブルフラッシュ発電方式
では設備コストが約 5％高くなるが、発電量を約 10 ～
20％増やすことができるメリットがある。
　本 PJ の概略系統を図 1 に示す。生産井からとりだ
された熱水は HP フラッシャーで蒸気と熱水に一度分
離され、蒸気は HP タービンに導入される。一方、IP
フラッシャで分離された熱水は LP フラッシャで減圧
フラッシュすることで、再度蒸気と熱水に分離され、
蒸気は LP タービンに導入され、熱水は還元井に還元
される。HP タービン、LP タービンとも共通の復水器
に接続されており、HP、LP タービン排気は復水器で
凝縮される。
　地熱発電では火力発電のように復水を回収しボイラ
給水に使用する必要が無いため、冷却水を復水器内に
直接散水する、直接接触式を採用する。復水器で凝縮
したタービン排気および冷却水は温水ポンプにより冷
却塔に導かれ、ここで冷却され、冷却水としてまた復
水器に導入される。
　本 PJ では、これまでのダブルフラッシュ発電方式
とは異なるダブルフラッシュ発電方式を採用している。
従来、LP 蒸気は HP タービンの途中段落に入れられ
ていたが、本 PJ では、HP 蒸気および LP 蒸気用に、
それぞれ別車室からなる HP タービンと LP タービン
を設けた。これにより、蒸気系統、タービン構造を簡
略化することができた。蒸気タービン組立図を図 2 に、
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仕様を表 1 に示す。
　TeMihi 地熱向けタービン・発電機・復水器は 2 台
とも既に現地で据え付けられ、現在試運転を開始して
いる。

4. おわりに
　ニュージーランドのみならず北米、フィリピン、イ
ンドネシアなどで、地熱発電所が多数計画されており、
二酸化炭素排出抑制の追い風を受け、地熱マーケット
はますます拡大することが予想される。顧客の声に応
じた技術と Te Mihi 地熱発電所での経験を生かし、
地熱発電システムの普及に努め、二酸化炭素排出抑制
に努めていきたい。
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図 2　タービン組立図

表 1　蒸気タービン仕様

HP タービン LP タービン
型 式 複車室・3 流・復水タービン
回 転 数 3,000 rpm
出 力 83.5 MW
入口蒸気圧 5.2 bara 1.14 bara
排 気 圧 力 65 mbara
段 数 6 段×2 4 段
最 終 段 31.2″


